
要　旨
近年，企業のサステナブル経営が重要視される中，ジェンダー・ダイバーシティ・マネジメントは企業

の経営活動において不可欠な要素となっている．特に，多国籍企業はその社会的影響力が大きく，男女雇
用機会の均等や経営層における多様性の確保が求められる．しかし，多国籍企業の海外拠点におけるジェ
ンダー・ダイバーシティの決定要因についての実証研究は限られている．

本研究では，制度的二重性の観点から，多国籍企業の海外拠点のトップ・マネジメント・チーム（TMT）
におけるジェンダー・ダイバーシティに影響を与える要因を，日系上場多国籍企業の海外拠点 1,832 社に
関するデータセットを用いて定量的に検証する．具体的には，（1）ジェンダー・ダイバーシティに関する
現地制度の圧力（2）本社の TMT におけるジェンダー・ダイバーシティ，（3）本国と海外拠点立地国の
間の文化的近接性が与える影響を分析する．

分析の結果，ジェンダー・ダイバーシティに関する現地環境からの圧力が強いほど，海外拠点の TMT
におけるジェンダー・ダイバーシティが高まることが明らかになった．また，本社の TMT におけるジェ
ンダー・ダイバーシティが高いほど，海外拠点の TMT におけるジェンダー・ダイバーシティが高くなる
ことが示された．さらに，文化的差異が小さいほど，本社 TMT のジェンダー・ダイバーシティが海外拠
点 TMT のジェンダー・ダイバーシティに及ぼす影響が強まることが確認された．

このように，多国籍企業の海外拠点 TMT におけるジェンダー・ダイバーシティが，「制度的二重性」
理論から示唆されるように，本社と現地環境の双方の影響を受けて決定されることを実証的に示したこと
が本研究の主要な貢献である．

キーワード： 多国籍企業，ジェンダー・ダイバーシティ，海外拠点，制度的二重性，トップ・マネジメント・
チーム，文化的近接性

Abstract
In the pursuit of sustainability, gender diversity management has become an increasingly 

important component of corporate strategy. Multinational enterprises (MNEs), given their significant 
societal influence, are expected to promote equal employment opportunities and diversity within top 
management. However, empirical research on the determinants of gender diversity in the top 
management teams (TMTs) of foreign subsidiaries remains limited.

This study quantitatively investigates the factors influencing gender diversity in the TMTs of 
MNE subsidiaries. Specifically, it analyzes the effects of (1) the gender-related institutional environment 
of the host country, (2) gender diversity within the parent company's TMT, and (3) cultural distance 
between the home and host countries.

The results show that stronger institutional pressures for gender diversity in the host country are 
associated with a higher proportion of women in subsidiary TMTs. Furthermore, a higher percentage 
of female executives in the parent company's TMT positively affects gender diversity of subsidiary 
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1　はじめに
世界各国において社会の持続可能性や企業によるサス

テナブル経営が喫緊の課題となる中，企業の経営活動に
おいては，男女雇用機会の均等や昇進機会の平等の促進，
経営層構成の合理化といった人的資源に関するジェン
ダー・ダイバーシティ・マネジメントが，ますます重要
視されている（金山，2024）．多くの公共機関や組織が
ジェンダー不平等の解消に向けて努力しているものの，
依然として世界各地でジェンダー不平等は存在してお
り，特に女性は職場への参加や組織内での管理職就任に
おいて特有の困難に直面している（Bader, Froese & 
Cooke,2022）．中でも，グローバルにビジネスを展開す
る多国籍企業は，その社会的影響力の大きさから，より
一層の責任と重要な役割を担っていると考えられる

（Manoharan, Madera & Singal, 2021）．しかしながら，
多国籍企業におけるジェンダー・ダイバーシティ・マネ
ジメントについては，依然として十分に研究されていな
いのが現状である（Geary & Aguzzoli,2016）．

国際経営研究においては，多国籍企業の海外拠点は，
「制度的二重性（Institutional Duality）」の下で組織運営
を行っているとされている（Kostova & Roth,2002）．海
外拠点におけるジェンダー・ダイバーシティ・マネジメ
ントへの取り組みも，本社によるジェンダー・ダイバー
シティ・マネジメントの実践と立地国におけるジェン
ダー関連制度に基づく圧力の双方から影響を受けている
と考えられる（Kemper, Bader & Froese,2019）．また，
多国籍企業内におけるジェンダー・ダイバーシティ・マ
ネジメントの移転および実施には，多様な要因が影響し
ていると指摘されている（Bader et al.2022）．

しかし，海外拠点のトップ・マネジメント・チーム（以
下：TMT）のジェンダー・ダイバーシティに影響を及
ぼす要因について，定量的に検証した研究は，これまで
ほとんど行われていない．

そこで本稿では，多国籍企業の海外拠点に着目し，海
外拠点の立地国におけるジェンダー関連環境や，本社の
TMT におけるジェンダー・ダイバーシティの状況が，
海外拠点の TMT におけるジェンダー・ダイバーシティ
に与える影響を検証する．さらに，本社の TMT におけ

るジェンダー・ダイバーシティの影響の大きさが，本国
と海外拠点立地国との間の文化的差異によって調整され
るかどうかについても検証する．

分析の結果，現地環境におけるジェンダー・ダイバー
シティに関する圧力が強いほど，海外拠点の TMT にお
けるジェンダー・ダイバーシティが高くなることが明ら
かになった．また，本社の TMT のジェンダー・ダイバー
シティが高いほど，海外拠点の TMT におけるジェン
ダー・ダイバーシティが高くなり，さらに文化的差異が
小さいほど，この影響は強くなることが示された．

本研究の結果は，ジェンダー・ダイバーシティにおい
ても，海外拠点の TMT が本社と現地環境の双方から影
響を受けていることを初めて実証的に示したものであ
り，「制度的二重性」理論を補強する点に本研究の主要
な貢献がある．

本稿の構成は以下のとおりである．次節では，関連分
野における先行研究を概観・整理した上で，本稿で検証
する仮説を提示する．第 3 節では分析手法およびデータ
について説明し，第 4 節で分析結果を示す．最後に，第
5 節で結論および理論的・実務的含意を示し，今後の課
題について論じる．

2　先行研究と仮説
日本は，深く根付いたジェンダー不平等と明確な性別

役割分業によって特徴づけられる国である（Pudelko & 
Tenzer, 2024）．世界経済フォーラムが 2024 年に公表し
たジェンダー・ギャップ指数（経済，教育，健康，政治
の 4 分野の指標を加重して算出）（World Economic 
Forum, Global Gender Gap Report 2024）において，
日本は 146 か国中 118 位にとどまっている．このうち，
健康および教育の分野では世界トップレベルに位置する
一方で，「経済活動への参加と機会」および「政治への
関与」の分野では，男女間の格差が依然として大きい．
女性の政治参画の遅れに加え，経済分野においても，女
性管理職の少なさや賃金格差が深刻な課題となってい
る．一方で，日本に立地する外資系子会社は，本社から
移転されたジェンダー平等をより重視する人材マネジメ
ントの実践を導入しており，男性中心的な日系の伝統的

TMTs, and this effect becomes stronger as cultural distance between the home and host countries 
decreases.

This study contributes to the literature by providing empirical evidence that gender diversity in 
subsidiary TMTs is shaped by both parent company practices and host country institutional pressures, 
thereby reinforcing the theoretical framework of institutional duality. The paper reviews relevant 
literature, develops the hypotheses, describes the methodology and data, presents empirical results, and 
concludes with managerial implications and directions for future research.
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大企業と比較して，キャリア志向を持つ日本人女性の職
業的・アイデンティティ的期待により適合している．そ
の結果，外資系子会社は高い能力を有する女性人材を惹
きつけ，確保することに成功している（Pudelko & 
Tenzer, 2024）．

以上のような日本の現状を踏まえると，これまで十分
に活躍の機会を得られなかった女性をはじめ，多様な人
材を積極的に組織に取り入れ，生産性の向上を図ること
が急務である．

ジェンダー・ダイバーシティとは，組織や社会のあら
ゆるレベルにおいて，男性・女性・ジェンダー・マイノ
リティを含む多様な性別アイデンティティを持つ個人
が，参加・代表性・機会で平等かつ包摂的に扱われるこ
とを指す（World Economic Forum, Global Gender Gap 
Report 2024）．これは，単に人口統計学的な構成に着
目するだけでなく，制度的な障壁を取り除き，包摂的な
文化を促進することによって，すべての個人が潜在力を
発揮できる環境を整備することを重視する概念である

（World Bank, 2023, Gender Data Portal）．
TMT ダイバーシティ研究は，理論的基盤として経営

上層部理論（Upper Echelons Theory）を位置付けてい
る．経営上層部理論（Hambrick & Mason,1984）によ
れば，経営幹部は組織内外の環境からの情報を事実とし
て捉え意思決定を行うのではなく，自身の認識基盤や価
値観に基づき，環境からの情報を選択的に解釈すること
によって戦略的選択を行うとされる．すなわち，企業の
戦略や業績は，経営者個人の経験，価値観，個性によっ
て大きく影響を受けるのである．

近年では，労働力不足や SDGs の推進といった社会的
背景を踏まえ（金山，2024），ジェンダー・ダイバーシティ
に関する研究は幅広く進められており，TMT における
ジェンダー・ダイバーシティも重要な研究対象として注
目を集めている（Madera, Sundermann & Hebl, 2019）．

（1）ジェンダー・ダイバーシティに関する研究
TMT のジェンダー・ダイバーシティに関する研究は，

大きく二つのテーマに分類される．第一に，TMT のジェ
ンダー・ダイバーシティが企業の経済的・社会的利益に
与える影響を検討する研究である．第二に，TMT のジェ
ンダー・ダイバーシティに影響を及ぼす要因を探る研究
である．これらの研究の多くは，媒介変数や調整変数の
存在まで含めた多様な要素を考慮した上で分析を行って
いる（Madera et al.2019；Russen, Dawson & Madera, 
2021）．

TMT のジェンダー・ダイバーシティと企業業績の関
係に関しては，既存研究の結果は，市場やサンプルの選

択（e.g. Hillman, Shropshire & Cannella Jr,2007），理論
的視点（e.g. Derks, Van Laar & Ellemers,2016；Jeong 
& Harrison,2017），研究フレームワーク，分析手法の違
いにより，一貫していない（e.g. Byron & Post,2016; 
Campos-García, Olivas- Luján & Zúñiga-Vicente,2019）．
しかし，多くの研究は，TMT のジェンダー・ダイバー
シティが企業の長期的なパフォーマンス向上に寄与する
ことを示している（Byron & Post,2016）．

経営上層部理論（Hambrick & Mason, 1984）によれば，
トップマネジメントの意思決定や行動は，年齢，教育，
性別，経験，価値観といった個人的特性の影響を受け，
これが組織の戦略的選択や業績に反映される．女性経営
者は，利害関係者に対する責任感が強く，リスク回避志
向を有する傾向があるため，低リスクかつ長期志向の戦
略を策定しやすいとされる．このような戦略は，企業の
収益性に対する不確実性を低減し，経済的パフォーマン
スの向上に貢献する（Jeong & Harrison, 2017）．さらに，
女性管理者の能力・知識・背景・価値観の多様性は，異
なる視点からの戦略的意思決定を促進し，研究開発

（Attah-Boakye, Adams, Kimani & Ullah, 2020）や多様
な顧客ニーズへの対応力を強化する．これにより，企業
は持続的な競争優位性を獲得できる可能性がある

（Russen et al.2021）．
TMT のジェンダー・ダイバーシティは，企業の評判，

CSR 評価，SDGs 達成，労働市場における魅力向上，組
織コミットメント，従業員の職務満足度向上，退職率の
低下といった非財務的利益にも貢献することが示されて
いる．これらの要素が相互に作用することで，最終的に
は企業の長期的な経済パフォーマンスの向上につながる
と考えられる（Porter & Kramer, 2006）．

一方，TMT のジェンダー・ダイバーシティに対する
影響要因に関しては，先行研究において，ミクロ，メソ，
マクロの三つの視点から分析が行われてきた．ミクロレ
ベルでは，TMT の個人特性とその任命プロセスや意思
決定との関係に焦点が当てられている．メソレベルでは，
業界特性や企業属性がジェンダー・ダイバーシティに及
ぼす影響が検討されている．マクロレベルでは，制度論
の視点から，国の公式制度および非公式制度が TMT の
ジェンダー・ダイバーシティに与える影響が重視されて
いる．

TMT の個人特性と TMT の任命プロセス，ならびに
TMT の意思決定との関係に注目する研究では，人口統
計的特徴や（Madera et al.2019），リソース依存理論お
よび経営上層部理論（Hambrick & Mason,1984;Jeong & 
Harrison, 2017）を理論的基盤として解釈した研究が数
多く見られる．社会環境の影響により，ジェンダーの違
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いは男女に異なる視点，スキル，経験，能力をもたらし
ているとされる（Russen et al. 2021）．例えば，一般的
に女性は男性よりも責任感が強く，社会問題への関心が
高い傾向にあり（Byron & Post,2016），リスク回避志向
が強いとされている（Jeong & Harrison, 2017）．さらに，
コミュニケーション能力にも優れていることが指摘され
ている（Russen et al.2021）．このような女性が有する
多様なスキル，経験，能力は，企業の戦略策定や経営活
動にとって貴重な資源となる（Jeong & Harrison,2017）．
そのため，組織はこうした資源の多様性を求め，女性リー
ダーを任命する傾向がある．また，Similarity-Attraction
理論（Byrne,1971）によれば，現職のリーダーは，自分
と人口統計的特徴が類似した候補者を選好する傾向が高
いとされる．その結果，TMT に女性経営層が存在する
場合，他の女性が経営層に昇進しやすくなる可能性が指
摘されている（Madera et al.2019）．

TMT のジェンダー・ダイバーシティの影響要因をメ
ソレベルから探求する研究では，業界や企業ごとに
TMT における女性管理者の割合に大きな差が存在する
ことが明らかにされている（Russen er al.2021）．この
ような差異は業界の特性や企業の特徴に起因すると考え
られている（Hillman er al.2007）．例えば，観光・ホテ
ル業界や小売業界では，他の業界と比較して，経営層に
占める女性の割合が高い傾向が見られる．Equality in 
Tourism（2018）が公表したデータによれば，観光・ホ
テル業界における女性取締役の割合は 23 ％であり，全
業界平均の 17.9 ％（MSCI,Women-on-Boards-2019）を
上回っている．これは，観光・ホテル業界には，潜在的
に経営層となりうる女性従業員が相対的に多く存在して
いるためであると考えられる．

TMT のジェンダー・ダイバーシティは，女性トップ
マネジメントの個人的特性や業界・企業の特性に加え，
国の公式な制度（法律，規制，割当制度，情報開示制度
など）および非公式制度（文化，価値観，慣習，教育な
ど）によって形成される環境からも重要な影響を受けて
いる．例えば，取締役会における女性の割合が高い国で
は，シニア・マネジメント層においても女性比率が高く，
性別による賃金格差が小さい傾向が確認されている

（Terjesen & Singh,2008）．しかしながら，こうした研
究の多くは，各国における取締役会の平均規模，企業規
模，業界の支配力といったミクロレベルの要因が十分に
コントロールされていない点が指摘されている．

また，政府による規制や割当制度，ならびに奨励措置
は，取締役会における女性代表の数を左右する重要な要
因となる．例えば，欧州委員会は，欧州全域の上場企業
における役員の男女比を是正することを目的として，社

外取締役のみで構成される取締役会の場合には 40 ％，
社外取締役と執行取締役の双方を含む場合には 33 ％の
議席を，不足している性別に割り当てることを義務付け
る規定を導入している（European Commission, 2012）．

（2）多国籍企業の海外拠点とジェンダー・ダイバーシティ
多国籍企業の海外拠点は「制度的二重性（Institutional 

Duality）」 の 下 で 組 織 運 営 を 行 っ て い る と さ れ る
（Kostova & Roth,2002）．すなわち，多国籍企業の海外
拠点は，現地におけるビジネス活動を通じて現地の価値
規範や慣行に適合し，正当性を獲得する必要がある一方
で，本社のマネジメント · ポリシーや企業文化などの影
響も受けるため，現地からの圧力と本社からの圧力の双
方に対応する必要がある．同様に，海外拠点におけるジェ
ンダー・ダイバーシティ・マネジメントへの取り組みも，
本社によるジェンダー・ダイバーシティ・マネジメント
の実践と，立地国におけるジェンダー関連制度に基づく
圧力の双方から影響を受けていると考えられる（Kemper 
et al.2019; Bader et al.2022）．

制度的二重性が海外拠点の TMT におけるジェン
ダー・ダイバーシティにどのように影響を及ぼすのかを
検討した先行研究によれば，現地環境における男女平等
の水準が低い場合，現地でのジェンダー・ダイバーシ
ティ・マネジメントの実施は困難になる傾向があるが示
されている（Kemper et al.2019）．さらに，海外拠点に
おけるジェンダー・ダイバーシティ・マネジメントは，
本社からのグローバル統合圧力と現地の制度的環境の相
互作用によって決定されることが明らかになっている

（Bader et al.2022）．
しかし， Kemper（2019）の研究は，多国籍企業にお

いて，本社のジェンダー平等推進方針が，異なる制度的・
文化的背景を有する海外拠点において，どのように翻訳・
適応・実践されているのかというプロセスに焦点を当て
たものである．また，Bader et al.（2022）は，ドイツ
の日本子会社と日本のドイツ子会社に着目し，ケースス
タディを通じて，子会社が母国および現地からの制度的
圧力にどのように対応しているのかを比較した研究であ
り，定量的な分析は行われていない．

これらの先行研究を踏まえ，本稿では多国籍企業の海
外拠点に着目し，日本籍多国籍企業の海外拠点データ
ベースを用いて，本社によるジェンダー・ダイバーシ
ティ・マネジメントの実践や状況，および海外拠点の立
地国におけるジェンダー関連環境が，海外拠点の TMT
におけるジェンダー・ダイバーシティに与える影響を定
量的に検証することを目的とする．さらに，その影響の
大きさが，本国と進出国の間の文化的差異の程度によっ

66

武蔵大学論集　第 73 巻第 2・3・4 号



て調整されるという仮説についても検証する．

異なる国々の間では，法律や制度といった公式な枠組
みに限らず（Xu & Shenkar,2002），文化・価値観・風
習（e.g., Schwartz & Boehnke,2004）といった非公式な
制度も大きく異なる．同様に，ジェンダーの役割は，文
化的要因（Moore,2015）や，各国におけるジェンダー
関連政策・法制度の発展度合いの違いによって形成され
る．そのため，ジェンダー・ダイバーシティやジェンダー
平等の実現度は，国ごとに大きな差が存在する．

制度理論の観点からは，組織を取り巻く公式および非
公式の制度的圧力が，その組織の構造や意思決定に影響
を与える（DiMaggio & Powell, 1983）．例えば，海外拠
点は，現地において正当性を獲得するために，法律，規
制，政策といった規制的圧力に適応する必要がある

（Kostova & Zaheer, 1999）．その中でも，ジェンダー・
ダイバーシティ・マネジメントは，立地国の労働市場に
強く依存するため，現地の制度環境から特に大きな影響
を受けやすい分野である（Bader et al. 2022）．

たとえば，ジェンダー平等に関する法律（国会や取締
役会における女性比率のクオータ制など）や平等雇用機
会法といった規制的圧力は，法令遵守や正当性の確保を
企業に求めるため，女性の登用を後押しする（Terjesen 
et al. 2015）．一方で，ジェンダーの役割に関して社会全
体で共有される価値観といった文化的・認知的圧力は，
企業の人事判断や労働者のキャリア選択において無意識
の基準を形成する（Ridgeway, 2011）．こうした文化的・
認知的圧力がジェンダー平等に傾いているほど，女性の
労働市場への参加や管理職・経営層への昇進における障
壁は小さくなり，その結果，TMT に属する女性の数も
増加すると考えられる．

仮説 1：現地の制度環境におけるジェンダー・ダイバー
シティに関する圧力が強いほど，海外拠点の TMTにお
けるジェンダー・ダイバーシティは高くなる．

ジェンダー平等に関連する組織文化的慣行は，TMT
における女性の割合を最も強く予測する要因であり，組
織文化が平等・インクルージョン・多様性を明確な価値
として掲げている場合，女性が管理職や TMT に登用さ
れる可能性が高いことが示されている（Bajdo & Dickson, 
2001）．したがって，ジェンダー・ダイバーシティを重
視する組織文化であるほど，TMT における女性比率は
高くなると考えられる．

さらに，海外拠点による機会主義的行動を抑制し，本
社との信頼関係を醸成するために，本社は自社の組織文

化や価値観の移転を行う（Bartlett & Ghoshal, 2002）．
このことから，本社においてジェンダー・ダイバーシティ
を重視する文化が根付いているほど，その文化や価値観
の移転を通じて，海外拠点においてもジェンダー・ダイ
バーシティが重視される可能性が高まる．結果として，
海外拠点の TMT における女性比率も高まると考えられ
る．

また，女性が経営層として勤務する場合，より大きな
意思決定権と情報上の優位性を有し，それが企業の意思
決定に対してより大きな影響力へとつながる可能性があ
る（Infantes & Pascual-Fuster, 2020）．

Similarity-attraction 理 論（Byrne,1971） に よ れ ば，
現職のリーダーは，自分と人口統計的特徴や経験，役割
が類似する候補者を選好する傾向がある．そのため，
TMT に女性経営層が存在する場合，他の女性が経営層
に 昇 進 し や す く な る 可 能 性 が 高 い（Madera et al. 
2019）．たとえば，組織間の統制や，女性間の経験・役割・
行動の同質性を通じて，本社の取締役会におけるジェン
ダー・ダイバーシティが，階層的にグループ内企業へと
波及することが示されている（Infantes & Pascual-
Fuster, 2020）．

したがって，本社の TMT におけるジェンダー・ダイ
バーシティが高い場合，企業文化や価値観の移転，なら
びに同質性選好を通じて，海外拠点の TMT における
ジェンダー・ダイバーシティも高くなると考えられる．

仮説 2：本社の TMTにおけるジェンダー・ダイバーシ
ティが高いほど，海外拠点の TMTにおけるジェンダー・
ダイバーシティは高くなる．

多国籍企業は，海外において効率的な事業ネットワー
クを構築するために，本社で成功した経営慣行や実績の
ある手法を海外拠点へ移転する傾向がある（Brock & 
Siscovick, 2007; Saka-Helmhout, 2007）．ダイバーシティ・
マネジメントに関しても，母国において既に確立された
実践や成功した取り組みを海外拠点へ移転しようとする
可能性が高いとされる（Lauring, 2013）．

しかしながら，本社で成功した経営慣行であっても，
文化的・社会的な違いが経営環境に影響を及ぼすため，
必ずしも海外拠点に適しているとは限らない（Lauring, 
2013）．特に，ジェンダーに関する課題は各国の国民文
化に深く根ざしており，国ごとに課題の内容や取り組み
の状況が異なる（Ferner, Almond & Colling, 2005）．そ
のため，本国と海外拠点所在国との間の文化的差異が大
きいほど，移転される経営慣行は海外拠点の状況に適合
しにくくなる可能性が高い．
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知識移転の視点から見ると，文化的違いが大きいほど，
受け手側は他の組織から移転される行動や実践の価値お
よび利点を適切に評価することが難しくなる（Szulanski, 
1996; Kostova & Zaheer,1999）．また，移転された知識
に対する吸収能力は，もともと共有している経験，知識，
価値観に大きく影響される（Szulanski,1996）．こうした
経験や知識，価値観の共有度が高いほど，知識の吸収能
力も向上する．

この点を踏まえると，文化的差異が小さい場合，もとも
と共有されている経験，知識，価値観の程度が高く，本社
から移転された文化に深く根ざしたジェンダー・ダイバー
シティ施策の価値や，ジェンダーに関する意思決定が理
解されやすく，受け入れられやすくなる．したがって，文
化的差異が小さいほど，本社から移転されるジェンダー・
ダイバーシティに関する実践や取り組みは海外拠点に適
合する可能性が高まり，これらの施策や意思決定が理解・
吸収されやすくなる結果，海外拠点の TMT における
ジェンダー・ダイバーシティは高くなると考えられる．

仮説 3：本国と海外拠点立地国の文化的差異が小さいほ
ど，本社 TMTのジェンダー・ダイバーシティの高さが，
海外拠点 TMTのジェンダー・ダイバーシティに与える
影響はより強くなる．

3　データと分析手法
上記の仮説を検証するため，本稿では，2022 年時点

の日系上場多国籍企業を対象として，1,832 社の海外拠
点に関するデータベースを構築し，Tobit モデルを用い
た回帰分析を行った．

（1）データベース
本稿において主に用いたデータベースは，Bureau van 

Dijk 社の「Orbis」，「World Bank Open Data」，および
「Global Competitiveness Index」 で あ る．Bureau van 
Dijk 社の「Orbis」は，全世界の上場・非上場 5 億件超
の企業情報を提供しており，企業の概要，財務情報，
オーナーシップ情報（株主・子会社・関連会社），役員
情報など，企業に関する多様な情報を収録している．本
稿では，Orbis から，2021 年の日系多国籍企業の本社
TMT に関する情報および本社・海外拠点の財務情報，
ならびに 2022 年の日系多国籍企業の海外拠点 TMT に
関する情報を収集した．

また，「Global Competitiveness Index（GCI）」は，世
界経済フォーラム（World Economic Forum）が作成す
る国際的な指数であり，生産性，効率性，将来の成長力
といった観点から，各国の経済の競争力を多面的に評価

するものである．本稿では，GCI の指標のうち，「GCI 4.0: 
Commercialization（商業化）」および「GCI 4.0: IP 5 
patent applications（per million population）（特許出願
件数［100 万人あたり］）」を用いた．

本稿では，上記のデータベースを用いて，以下の手順
により分析に使用するデータセットを作成した．まず，
Bureau van Dijk 社の Orbis データベースを用い，日系
多国籍企業の海外現地法人のうち，日本側の出資比率が
50 ％を超える海外拠点を対象としてデータを収集した．
次に，同じく Orbis から取得した日本側の出資会社の
データと接続し，それぞれの TMT のデータを用いて，
海外拠点および日本側出資会社の TMT に占める女性比
率を算出した．この接続が適切に行われたサンプルは
3,359 拠点であった．さらに，海外拠点の立地国に関す
る World Development Indicators および Global 
Competitiveness Index のデータを収集し，先述のデー
タに統合した．加えて，ホフステッド指数を用いて算出
した日本との文化的距離を接続した．これらのプロセス
を経て，最終的に 1,832 標本を含むデータセットを構築
した．データセットに含まれる海外拠点の立地国名，各
国の拠点数および割合は，表 1 に示す．

表 1　海外拠点立地国ごとの拠点数
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（2）変数と分析手法
被説明変数は，日系多国籍企業の海外現地法人 TMT

におけるジェンダー・ダイバーシティである．TMT の
ジェンダー・ダイバーシティについては，Saeed, Riaz, 
Liedong & Rajwani（2022）と同様の方法を用い，女性
のトップマネジメントが TMT 全体に占める割合（女性
比率）によって測定した．具体的には，Orbis から取得
した海外現地法人の TMT メンバーの性別情報を用い，
各現地法人の TMT における女性の割合を算出した．
Orbis には，各社の経営層の氏名，現職であるかどうか，
職名，任命日，退任日，性別，年齢，国籍，職務の種類，
所属部門，責任範囲，ならびに株主であるかどうかといっ
た詳細な情報が収録されている．

TMT 研究が開始されてから約 40 年が経過したにも
かかわらず，TMT という概念はいまだ明確に統一され
ていない．一般に，TMT は企業の戦略的意思決定や事
業運営を担う経営陣を指すのに対し，取締役会は監督お
よびガバナンス機能を担う組織である（Carpenter, 
Geletkanycz & Sanders,2004）．しかし，実際の定義は
研究によって異なり，TMT と取締役会（Board）を包
括 的 に 扱 う 研 究 も 多 く 存 在 す る（Krause, Roh & 
Whitler, 2022）．Tihanyi, Ellstrand, Daily & Dalton

（2000）は，最も重要な組織の意思決定者を含めること
を目的として，TMT を Chairperson of the Board，Vice-
Chairperson，Chief Executive Officer，Chief Operating 
Officer，President，Senior Vice-Presidents，Executive 
Vice-Presidents から構成されるものと定義している．
一方，Menz（2012）は，TMT の役割（role），機能（function），
責任（responsibility）がグループ・プロセスや意思決定
に大きな影響を与えるという視点から，特定の職能領域
を担当し，CEO や他の経営層とともに戦略的意思決定
に参加する点を重視している．

以上を踏まえ，本研究では Tihanyi et al.（2000）の
定義と Menz（2012）の定義を組み合わせ，収集データ
の特性を考慮した上で，Orbis の情報を用いて，以下の
手順により各現地法人の TMT における女性比率を算出
した．

まず，Orbis に収録されている経営層情報のうち，情
報の収集時点（2022 年）における現職である経営層の
情報のみを残し，過去の経営層人員に関する情報は削除
した．また，同一の現地法人において複数の役職を兼務
している人員については，重複計算を防ぐため，最も高
い役職に関する情報のみを保持し，それ以外の情報は削
除した．次に，その経営層人員のうち，①所属部門（board 
committee or department）が「Board of Director」

「Senior management」「Supervisory Board」「Executive 

Board」「Administration department」のいずれかに該
当すること，または②責任範囲（level of responsibility）
に「Highest executive」「President/Chairman」「CFO」

「Chief Information Officer」「Chief Accounting Officer」
「Chief Purchasing Officer」「Chief Marketing Officer」
「executive」「management」などのキーワードが含ま
れていること，のいずれかの条件を満たしている人員を
TMT メンバーとして含めた．さらに，TMT における
女性比率を正確に算出するため，性別に関する情報に欠
損値が一つでも存在する企業については，計算対象から
除外した．これらの基準に基づいて TMT メンバーに該
当する経営層人員を抽出し，その中に占める女性の割合
を算出した．

この結果，6,815 社の海外現地法人における TMT の
女性比率が明らかになった．本稿では，その比率に 100
を乗じることでパーセントポイントによる表示に変換し
た上で，被説明変数として使用した．このようにして作
成した被説明変数は，0 から 100 までの範囲に限定され
た変数であるため，回帰分析に際しては Tobit モデルを
用いた分析を行った．

本稿では，仮説を検証するための説明変数として以下
の変数を用いた．まず，仮説 1 に関しては，現地におけ
るジェンダー・ダイバーシティに関する圧力を測定する
指標として，国連開発計画（UNDP）が 2022 年に公表
した，2021 年時点のジェンダー不平等指数（Gender 
Inequality Index: GII）を用いた．GII は，女性の社会的
地位における不平等の程度を示す指標であり，主に次の
三つの次元から構成されている．第一に，妊産婦死亡率
や 10 ～ 19 歳の出生率など，女性の健康・生存に関する
不平等，第二に，成人識字率や初等から高等教育までの
就学率など，女性の教育機会に関する不平等，第三に，
労働市場参加率や議会議員比率など，女性の経済的・政
治的エンパワーメントに関する不平等である．GII の値
は 0（平等）から 1（不平等）の範囲を取り，値が大き
いほど当該国における男女格差が大きいことを意味す
る．ただし，本稿の文脈では，男女格差が大きい国（す
なわち GII の値が大きい国）ほど，現地におけるジェン
ダー・ダイバーシティに関する圧力は弱いと考えられる．
そのため，本稿では（1－GII）× 100 により，現地にお
けるジェンダー・ダイバーシティに関する圧力を表す変
数を作成した．すなわち，この変数の値が大きいほど，
現地のジェンダー・ダイバーシティに関する圧力が高い
ことを示す．データセットに含まれるサンプルである海
外拠点の立地国における現地圧力の分布は，表 2 に示す．

加えて，多国籍企業の本社においてジェンダー・ダイ
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バーシティがどの程度重視されているかについては，
Orbis から収集した日系多国籍企業本社 TMT のデータ
により計算した，2021 年時点の本社 TMT におけるジェ
ンダー・ダイバーシティを，仮説 2 を検証するための説
明変数として用いた．なお，本社 TMT のジェンダー・
ダイバーシティは，被説明変数である海外現地法人
TMT の女性比率と同様の方法により算出しており，被
説明変数との間には 1 年のタイムラグを設けている．

海外拠点の立地国と日本との文化的差異の調整効果に
関する仮説 3 については，本社 TMT の女性比率と文化
的差異の程度（文化距離）との交差項を用いて検証した．
国民文化的差異とは，国と国との間における価値観，習
慣，行動様式，思考様式の違いを指し，個人や集団の行
動や意思決定に影響を与える社会的・心理的な背景の相
違として捉えられる（Kogut & Singh,1988）．本研究では，
ジェンダー・ダイバーシティに関する経営慣行や取り組

みの移転に影響を及ぼす要因として，「男性らしさ」に
限らず，権力格差や長期志向性など，より広範な国民文
化の要素も関係すると考えた．そのため，文化距離を表
す変数としては，総合的なホフステッド指数（Hofstede, 
1980）を用いて作成した．ホフステッド指数は，権力格
差，個人主義，男性らしさ，不確実性の回避，長期志向，
人生の楽しみ方という 6 つの次元から構成されており，
各国の国民文化を数値化した指標である．これら 6 指標
すべてが利用可能である国・地域は 65 に限られる．本
稿では，ホフステッド指数を用い，Kogut & Singh（1988）
が提唱した方法1 に基づいて，企業の本国である日本と
海外拠点立地国との文化距離を計算した．文化距離の値
が大きいほど，両国間の文化的差異が大きいことを示す．
データセットに含まれるサンプルである海外拠点の立地
国と日本との国民文化距離の分布は，表 3 に示す．

また，本稿では，海外拠点の TMT におけるジェン
ダー・ダイバーシティに影響を与えると考えられる企業
特性および国特性をコントロールした．まず，TMT の
規模が大きい企業ほどポジション数が多くなり，女性登
用の余地が広がる可能性が高いと考えられることから，
本社 TMT の規模と海外拠点 TMT の規模をコントロー
ル変数として含めた．さらに，企業の歴史が長くなるに
つれて，制度改革やガバナンスの改善が進み，ジェン
ダー・ダイバーシティが促進される可能性があることを
踏まえ，本社および海外拠点の企業年齢もコントロール
変数に加えた．企業年齢は，2023 年時点から Orbis に
登録されている設立年を差し引いて算出した．また，本
社の売上高については対数変換を行い，本社の企業規模
を表す変数としてコントロールした．

加えて，各国における商業化の程度をコントロール変
数として導入した．商業化の程度とは，消費者や企業の
購買者が価格よりも品質や差別化を重視する程度を示す
購買者の成熟度と，製品やサービスを市場化・ブランド
化する活動の活発さを示す商標出願件数によって測定さ
れる．企業の女性幹部は，特に女性の消費者，従業員，
ビジネスパートナーに関連する重要な戦略的課題につい
て，より的確な洞察を得ることができる可能性がある

（Dezso & Ross, 2012）．また，女性顧客の比率が高い市
場で事業を展開する企業は，戦略的意思決定に女性を経
営陣として参画させ，女性顧客をターゲットとした市場
セグメンテーションを実施することで，女性の専門的
ニーズに対応した製品やサービスを効果的に開発できる
とされる（Daily et al., 1999）．このように，商業化が進

1 CDj ＝∑6
i＝1｛（Iij－Iiu）2/ Vi｝/6 はある国 j と基準国 u の間の文化的距離（CD）を測定するための算式である．Iij は「国 j にお

ける文化的次元 i のスコア」，Iiu は「基準国 u における文化的次元 i のスコア」，Vi は「文化的次元 i における分散」を示す．

表 2　海外拠点立地国の現地圧力の大きさ
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展した市場，すなわち製品差別化やブランド力が重視さ
れる市場では，女性顧客の需要をより的確に捉えるため
に，企業が女性幹部を登用する傾向が強まると考えられ
る．

一方で，技術水準の高い国ほど，STEM 分野（Science, 
Technology, Engineering, Mathematics）の人材が重視
される傾向にある．しかし，STEM 分野は依然として
女性の進出が遅れている分野である（UNESCO, 2017）．
その結果，国の技術水準が高い国ほど，TMT に占める
女性割合が低くなる傾向もあり得る．また，技術集約的
な産業が多い国ほど特許出願件数が多い傾向にあること
から，本研究では，国の技術力の水準を示す指標として，
特許出願件数（100 万人あたり）をコントロール変数と
して含めた．特許出願件数は，世界の主要五大特許庁

（EPO，JPO，KIPO，SIPO，USPTO）のうち，2 庁以
上に出願された特許ファミリー件数を基に，人口 100 万
人あたりで算出した指標である．PATSTAT データベー
スから抽出し，対数変換後に 0 〜 100 のスケールで標準
化している．

また，物理的距離は輸送コストや通信コストの増加要
因となるため，本社の企業文化や経営実践の海外拠点へ
の移転を阻害する可能性がある．そのため，Berry et 
al.（2010）が測定した地理的距離データを用いて，海外
拠点の立地国と日本との間の地理的距離を収集し，対数
変換を行った上で，コントロール変数として導入した．
さらに，TMT におけるジェンダー・ダイバーシティは
業種によって大きく異なることが知られているため，海
外拠点の業種ダミー変数も分析に含めた．

被説明変数と説明変数およびコントロール変数との間

2 「海外拠点 TMT のジェンダー・ダイバーシティ」および「本社 TMT のジェンダー・ダイバーシティ」には，平均値から
大きく乖離した観測値が確認された．しかし，0 や 100 といった値も概念上および実務上の意味を有すると判断し，本研究
では外れ値として除外する処理は行っていない．

表 3　海外拠点立地国と日本との国民文化距離

表 4　各変数の記述統計2
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には，原則として 1 年のタイムラグを設定した．ただし，
商業化，IP5 特許出願件数（100 万人あたり），および持
続可能性への取り組みといった，2021 年時点のデータ
を入手できない一部のコントロール変数については，入
手可能な最新年のデータ（2019 年）を使用した．

表 4 および表 5 には，各変数の記述統計量および変数
間の相関係数を示している．その結果，現地圧力（調整
済み GII），商業化の程度，ならびに特許出願件数（人
口 100 万人あたり）との間で比較的高い相関係数が確認
された．これは，これらの変数がいずれも経済発展水準
と密接に関連しているためと考えられる．また，文化距
離と商業化の程度，特許出願件数（人口 100 万人あたり）
との相関係数は，それぞれ−0.59 および−0.61 であった．
これは，本研究で収集したサンプルにおいて，日本との
文化距離が比較的小さい国の中に先進国が多く含まれる
ことが影響していると考えられる．例えば，第 2 位のイ
ギリス（海外拠点数 277 社，サンプル全体の 15.12 ％），
第 4 位のベルギー（海外拠点数 101 社，サンプル全体の
15.51 ％）がその例である．さらに，物理距離と商業化
の程度，特許出願件数（人口 100 万人あたり）との相関
係数は，それぞれ 0.74 および 0.74 であった．これにつ
いても，文化距離の場合と同様に，日本から物理的に距
離の遠い国の多くが先進国であることが影響していると
考えられる．

4　分析結果
海外拠点の TMT におけるジェンダー・ダイバーシ

ティの決定要因を分析するため，Tobit モデルを用いた
回帰分析を行った．その推定結果を表 6 に示す．モデル
1 はコントロール変数のみを含むモデルであり，分析の
ベースラインとして示されている．モデル 2 では，モデ
ル 1 に現地におけるジェンダー・ダイバーシティに関す
る圧力が加えられている．モデル 3 は，モデル 1 に本社
TMT のジェンダー・ダイバーシティを追加したモデル

である．モデル4は，モデル3に本社TMTのジェンダー・
ダイバーシティと文化距離との交差項を加えたものであ
る．最後に，モデル 5 は，それら全ての変数の影響を同
時に考慮したモデルとなっている．

分析結果を見ると，まず，現地におけるジェンダー・
ダイバーシティに関する圧力は，海外拠点 TMT のジェ
ンダー・ダイバーシティに対して，1 ％の有意水準で正
の効果を示している．この結果は，現地におけるジェン
ダー・ダイバーシティに関する圧力が強いほど，海外拠
点の TMT におけるジェンダー・ダイバーシティが高く
なることを示唆しており，仮説 1 を支持している．次に，
本社 TMT のジェンダー・ダイバーシティの係数は正の
符号を持ち，統計的にも 1 ％水準で有意であった．これ
は，本社の TMT におけるジェンダー・ダイバーシティ
が高いほど，海外拠点の TMT におけるジェンダー・ダ
イバーシティも高くなることを示しており，仮説 2 を支
持している．さらに，本社 TMT の女性比率と文化距離
の交差項については，その係数は 5 ％の有意水準で負の
符号を示している．これは，文化的距離が近いほど，本
社 TMT のジェンダー・ダイバーシティが海外拠点の
TMT に与える影響が強くなることを示しており，仮説
3 を支持している．これらの結果から，海外拠点の
TMT におけるジェンダー・ダイバーシティの決定要因
に関する仮説 1 から仮説 3 までの全てが支持されたこと
が確認された．

また，コントロール変数に着目すると，海外拠点の企
業年齢および海外拠点 TMT の規模はいずれも正の符号
を示し，それぞれ 1 ％水準および 10 ％水準で統計的に
有意であった．本社規模についても，10 ％水準で正の
影響が確認された．さらに，商業化の程度もプラスの影
響を示し，有意であった．一方，特許出願件数は負の符
号を示し，1 ％水準で有意であった．これは予想どおり，
技術水準の高い国ほど STEM 分野の人材が重視される
一方で，STEM 分野は依然として女性の参入が遅れて
いる領域であることを反映していると考えられる．その

表 5　各変数の相関関係
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結果，技術水準の高い国ほど，TMT に占める女性割合
が低くなる傾向が示された．

次に，各要因が海外拠点の TMT における女性比率に
対して，どの程度の大きさの影響を及ぼすのかを検討す
るため，モデル 5 の推定結果に基づいて限界効果を算出
した．まず，現地のジェンダー・ダイバーシティに関す
る圧力と本社 TMT の女性比率について，それぞれの限
界効果の大きさを比較分析した．なお，上述のように，
本社 TMT の女性比率の影響は，本国と海外拠点立地国
との間の文化距離により変化するため，文化距離をサン
プル全体の中央値に固定した上で限界効果を算出した．

分析の結果を図 1 に示す．現地の圧力が 1 標準偏差分
（9.45）上昇すると，現地 TMT における女性比率は
10.382 パーセントポイント上昇していた．一方，本社
TMT の女性比率が 1 標準偏差分（18.9）上昇すると，
現地 TMT の女性比率は 3.821 パーセントポイント上昇
することが確認された．本社 TMT の女性比率が現地
TMT の女性比率に与える影響の大きさは限定的である
一方，現地のジェンダー・ダイバーシティに関する圧力
は，現地 TMT の女性比率に対してより強い影響を及ぼ

していることが明らかになった．
次に，表 6 の分析結果から，本国と海外拠点立地国と

の間の文化距離が，本社と海外拠点の間におけるジェン
ダー・ダイバーシティの移転に対して調整効果を持つこ
とが示されていることから，本社 TMT の女性比率が現
地 TMT の女性比率に与える影響が，文化距離によって
どの程度変化するのかについても検討した．分析方法と
しては，モデル 5 を用い，文化距離の値を 25 パーセン
タイル，50 パーセンタイルにそれぞれ固定した上で，
各条件下における本社 TMT の女性比率が現地 TMT の
女性比率に及ぼす限界効果を推計した．

分析結果を図 2 に示す．日本との文化距離が比較的近
い国に立地する海外拠点（サンプル全体の 25 パーセン
タイルに相当＝1.59）では，本社 TMT の女性比率が 1
標準偏差分（18.9）上昇すると，現地 TMT の女性比率
が 4.244 パーセントポイント上昇していた．一方，文化
距離が中程度の海外拠点（50 パーセンタイルに相当＝
1.70）では，本社 TMT の女性比率が 1 標準偏差分上昇
すると，現地 TMT の女性比率は 3.821 パーセントポイ
ント上昇するが，文化距離が近い場合に比べ，その影響

表 6　海外拠点の TMTにおけるジェンダー・ダイバーシティの決定要因に関する分析

注）Tobit モデルによる分析．（　）内は頑健標準誤差．***, **, * はそれぞれ 1 ％ , 5 ％ , 10 ％の有意水準を表す．
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は減少している．さらに，日本との文化距離が大きい国
に立地する海外拠点（サンプル全体の 75 パーセンタイ
ルに相当＝ 3.12）では，本社 TMT の女性比率が現地
TMT の女性比率に及ぼす調整効果は統計的に有意とは
確認されなかった．以上の結果から，現地 TMT の女性
比率に対する本社 TMT の女性比率の限界効果は，海外
拠点と日本本社との間の文化距離の遠近によって異なっ
ており，文化距離が遠くなるにつれて，限界効果は小さ
くなることが確かめられた．

また，現地におけるジェンダー・ダイバーシティに関
する圧力が海外拠点の TMT における女性比率に影響を
及ぼすまでには，比較的長い時間を要する可能性がある．

この点を踏まえ，メイン分析の頑健性を確認するため，
現地圧力に関してより長いタイムラグを設定したモデル
を用いた分析を行った．具体的には，過去 5 年間（2016
年〜 2020 年）の現地圧力を用いてモデル 5 を再推定し，
Tobit モデルによる回帰分析を行った（表 7）．その結果，
2016 年から 2020 年までのいずれの年における現地圧力
も，海外拠点 TMT の女性比率に対して 1 ％水準で正の
効果を示した．これらの結果は，現地におけるジェン
ダー・ダイバーシティに関する圧力が強いほど，海外拠
点 TMT における女性比率が高まるという本研究の主張
が，時間的に異なる設定においても成立することを示し
ており，分析結果の頑健性を裏付けるものである．

図 2　�文化距離の違いによる海外拠点 TMTのジェンダー・ダイバーシティに対する本社 TMTのジェン
ダー・ダイバーシティの限界効果の変化
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図 2 文化距離の違いによる海外拠点 TMT のジェンダー・ダイバーシティに対する本社 TMT

のジェンダー・ダイバーシティの限界効果の変化 
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5　結論
本稿においては，海外拠点の TMT におけるジェン

ダー・ダイバーシティの決定要因を検証することを目的
として，日系上場多国籍企業の海外拠点 1,832 社に関す
るデータセットを構築し，回帰分析を行った．分析では，
本社 TMT におけるジェンダー・ダイバーシティの状況
および海外拠点の立地国におけるジェンダー・ダイバー
シティに関連する圧力が，海外拠点の TMT における
ジェンダー・ダイバーシティに与える影響を検証した．
さらに，本国と進出国の間の文化距離が，この関係に対
してどのような調整効果を持つのかについても考察し
た．その結果，海外拠点の立地国におけるジェンダー・
ダイバーシティに関連する圧力が強いほど，海外拠点の
TMT におけるジェンダー・ダイバーシティが高くなる
ことが確認された．また，本社 TMT のジェンダー・ダ
イバーシティが高いほど，海外拠点の TMT における
ジェンダー・ダイバーシティが高くなることが示され，
さらに，この効果は本国と海外拠点立地国の間の文化的
差異が小さいほど強くなることが明らかになった．

これらの結果から，以下のような経営上の示唆が得ら
れる．第 1 に，海外拠点が所在する国においてジェン
ダー・ダイバーシティに関する圧力が強い場合，企業は
当該地域の規範や制度に適応し，女性トップマネジメン
トの登用を進める可能性が高いという結果が得られた．
この結果は，海外現地法人が進出先国の社会的・文化的

背景や制度環境に対して敏感に対応しながら経営を行う
必要があることを示唆している．逆に言えば，ジェン
ダー・ダイバーシティに関して消極的な国に立地する現
地法人では，女性トップマネジメントの登用を進めたく
とも難しいケースがあることも予想される．第 2 に，本
社の TMT におけるジェンダー・ダイバーシティが高い
ほど，海外拠点の TMT における女性比率も高くなる傾
向が確認された．この結果は，本社 TMT におけるジェ
ンダー・ダイバーシティが，それに関する組織文化や価
値観の移転，ならびに女性経営層に対する同質性選好を
通じて，海外拠点 TMT のジェンダー・ダイバーシティ
に強く影響を与えることを示唆している．第 3 に，本社
と進出国の文化的距離が近い場合，本社におけるジェン
ダー・ダイバーシティ方針が海外拠点に与える影響がよ
り強くなることが明らかになった．これは，文化的類似
性が高いほど，本社の方針や価値観がよりスムーズに受
容され実施されやすくなるためと考えられる．この結果
は，文化的理解や価値観が類似する国において，企業が
ジェンダー・ダイバーシティ方針をより効果的に展開で
きることを意味する．一方で，本国と文化的差異の大き
い地域においては，本社のジェンダー・ダイバーシティ
施策をそのまま適用するのではなく，現地の社会文化的
背景を踏まえた調整が求められると考えられる．

多国籍企業の海外拠点におけるジェンダー・ダイバー
シティを制度的二重性の観点から分析した研究について

表 7　海外拠点の TMTにおけるジェンダー・ダイバーシティの決定要因に関する分析の頑健性の検証
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は，これまで主としてケーススタディが中心であったが，
本稿は大規模データを用いてその関係を定量的に検証し
た点に特徴がある．本稿の知見は，制度的二重性理論を
実証的に補強するものであり，多国籍企業がグローバル
なジェンダー・ダイバーシティ戦略をどのように形成す
べきかについて，制度的二重性の視点から新たな示唆を
提供している．

一方で，本稿には十分に検証しきれなかった課題も残
されている．第 1 に，海外拠点 TMT のジェンダー・ダ
イバーシティに影響を及ぼす要因は，本稿で扱ったもの
以外にも多岐にわたる可能性がある．第 2 に，本稿は日
本企業およびその海外拠点を対象としているため，他国
の多国籍企業を分析に加えることで研究成果の一般化可
能性を高めることができる．第 3 に，本稿では現地の制
度的圧力が海外拠点 TMT のジェンダー・ダイバーシ
ティに対して長期間のラグをもって影響を及ぼす可能性
を考え，過去 5 年間の現地圧力を用いた分析によって結
果の頑健性を示したが，データの制約のため，本社
TMT のジェンダー・ダイバーシティについて同様の検
証を行うことができなかった．第 4 に，本研究のデータ
は，企業が国にネストされた構造となっている．そのた
め，本来は国レベルの差異を考慮できるマルチレベル分
析を行うことが望ましい．しかし，本研究では企業数が
30 社未満の国が多く含まれており，マルチレベル分析
を行った場合に推定結果が不安定になる可能性がある．
そのため，本稿では頑健標準誤差を用いた推定を採用し
た．今後の研究では，国ごとの差異をより精緻に捉える
分析方法の検討が必要である．第 5 に，本国と海外拠点
立地国の文化的差異の影響に関する仮説 3 について，理
論的な論述および回帰分析結果の解釈に十分な検討が行
えていない部分がある．この点に関するさらなる理論的・
実証的検証が必要である．これらの課題に対する慎重な
検証は，今後の研究における重要な方向性となる．
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